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公益財団法人正光会グループホームあこう 

重要事項説明書 

≪令和 ８年 ５月 １日現在≫ 
 

 

 この重要事項説明書は、当事業所とサービス利用契約の締結を希望される方に対して、 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（平成１７年法律第

１２３号）（以下「障害者総合支援法」といいます。）及び社会福祉法第７６条及び第７

７条並びに「愛媛県指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（令和６年愛媛県条例第３６号）」及び「愛媛県障害福祉サービス事業の設

備及び運営に関する基準を定める条例」（令和３年愛媛県条例第１８号）等に基づき、

当事業所の概要や提供するサービスの内容、契約を締結する前に知っておいていただき

たいことを事業者が説明するものです。 

 

１．共同生活援助サービスを提供する事業者及び事業所、共同生活住居 

① 事業者 

名   称 公益財団法人正光会   

代 表 者 理事長 渡部三郎 

所 在 地 愛媛県宇和島市柿原１２８０番地 

連 絡 先 ０８９５－２２－３９００ 

法人設立年月 昭和２９年 ２月 

② 事業所 

名   称 グループホームあこう 

愛媛県指定 

事業所番号 
３８２４０００３３９ 

管 理 者 中尾 賢一 

サービス管理責任者 中川 裕介 

主たる事業所 

所  在  地 
愛媛県南宇和郡愛南町御荘平山８４６番地 

連 絡 先 
電話：０８９５－７４－０２１１  

ＦＡＸ：０８９５－７４－０２１１ 

サービスの種類 介護サービス包括型共同生活援助 

サービスの 

主たる対象者 
知的障害者、精神障害者、身体障害者、難病等対象者 
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利 用 定 員 ３０名 

開設年月日 令和 ８年 ５月 １日 

③ 共同生活住居 

名称 住所 室数 

グループホームあこう第１ 愛媛県南宇和郡愛南町御荘平山８４６番地 １０室 

グループホームあこう第２ 愛媛県南宇和郡愛南町御荘平山８４６番地 １０室 

グループホーム第２ひかり荘 愛媛県南宇和郡愛南町御荘平城１２０１番地２ ３室 

グループホーム第３ひかり荘 愛媛県南宇和郡愛南町城辺甲２９３４番地 ７室 

 

２．サービスの目的・運営方針 

目 的 

利用者が地域において共同して自立した日常生活または社会生活を営む

ことができるよう、当該利用者の身体及び精神の状況並びにその置かれ

ている環境に応じて、共同生活住居において入浴、排せつ及び食事等の

介護、相談その他の日常生活上の支援を行うことを目的とします。 

運営方針 
利用者の意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立場に立ったグルー

プホームサービスを提供するよう努めるものとします。 

 

３．営業日及び営業時間 

営業日 １月１日から１２月３１日まで 

サービス提供時間 ２４時間 

受付時間 ８時３０分～１７時００分 

 

４．職員の職種、員数及び職務内容 

 

職種 

雇用区分  

職務内容 常勤 非常勤 

専

従 

兼

務 

専

従 

兼

務 

管理者  １   

事業所の従業者の管理及び業務の管理を一

元的に行うとともに、事業所の従業者に対

し法令等を遵守させるために必要な指揮命

令を行います。 

サービス管理責任者 １    

利用者の共同生活援助計画の作成や継続的

なサービスの把握、適切な相談・指導・助

言等を行います。 

世話人 ６  ８  
利用者に対する食事の提供、生活上の相談
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及び入浴等の介護、健康管理等、日常生活

に必要な支援を行います。 

生活支援員 ４ １   

利用者に対する食事の提供、生活上の相談

及び入浴等の介護、健康管理等、日常生活

に必要な支援を行います。 

夜間支援従事者 ６    
利用者に対して夜間及び深夜に時間帯を通

じて必要な介護等の支援を行う。 

 

５．サービスの内容 

種  類 内  容 

共同生活援助計画の作成 

・利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、 

生活全般の質を向上させるための課題や目標、支援の

方針等を記載した共同生活援助計画を作成します。 

相談及び支援 
・利用者及びその家族からの相談に応じ、可能な限り必要

な支援を行うように努めます。 

日常生活及び 

日中活動の支援 

・利用者の身体及び精神の状況に応じ、自立の支援と日常

生活が充実するよう入浴、排せつ等の必要な支援を行い

ます。 

・利用者が日常生活における適切な習慣を確立するととも 

に、社会生活の適応性を高めるよう、日中活動の機会を

通じて支援を行います。 

健康管理 

・従業者により疾病予防、健康管理に努めます。 

・基本的に従業者が利用者の服薬を管理します。 

（本人管理できる場合を除く） 

・緊急時は必要により、主治医あるいは協力医療機関等に 

責任をもって引継ぎます。 

・利用者が医療機関に通院する場合には、その付き添い等 

について配慮します。 

・看護師による日常の健康管理や重度化した場合の対応等 

に対する健康管理体制の充実を図ります。 

食事の提供 ・利用者に食事を提供します。 

各種付き添い等 
・利用者の希望する医療機関等への受診や薬の受け取りの 

付き添い等について配慮します。 

余暇活動の支援 ・地域商店への単独買い物等を支援し、自主性を育てます。 

預り金等管理 
・利用者の希望により、預かり金等管理サービスを行いま 

す。 
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日中活動支援 ・日中活動先との調整等を支援します。 

夜間における支援 

・夜間において支援を行うものを配置し、就寝準備の確認、 

寝返りや排泄等の支援を行うとともに、緊急時の対応を

行います。 

体験利用における支援 

契約を希望されている方に、生活上の不安の解消等を目的

として、正式な契約締結前に「体験利用」として支援を行

います。 

その他日常生活上必要 

となる支援 

・利用者の希望により実施します。 

（健康診断、歯科検診、予防接種、理美容など） 

 

６．サービス利用料金 

（１）訓練等給付費対象サービスに関する料金 

  サービスの提供を受けた場合は、厚生労働省の告示の単価による利用料金が発生しま 

す。事業所が訓練等給付費の給付を市町村から直接受け取る（代理受領する）場合、利 

用者負担分としてサービス利用料金全体の１割の額を事業所にお支払いいただきます。 

（定率負担または利用者負担額といいます。） 

  なお、利用者負担額の軽減等が適用される場合は、この限りではありません。所得に応 

 じて負担上限月額が設定され、１月に利用したサービス量に関わらず、それ以上の負担 

 は生じません。障害福祉サービス受給者証をご確認ください。 

※ 訓練等給付費について事業所が代理受領を行わない（利用者が償還払いを希望する）

場合は、訓練等給付費の全額をいったんお支払いいただきます。この場合、「サービス

提供証明書」を交付しますので、「領収書」を添えてお住まいの市町村に訓練等給付費

の支給（利用者負担額を除く）を申請してください。 

 

【 基本料金 】※日額 

① 共同生活援助サービス費（Ⅰ） 

支援区分 
利用料金 

（あこう第１・第２） 

利用料金 

（第２・第３ひかり荘） 
利用者負担額 

区分６ ５，７００円 ６，０００円 

左記金額の１割 

区分５ ４，３３０円 ４，５６０円 

区分４ ３，５３０円 ３，７２０円 

区分３ ２，８２０円 ２，９７０円 

区分２ １，７９０円 １，８８０円 

区分１以下 １，６２０円 １，７１０円 
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 ② 共同生活援助サービス費（Ⅱ）【体験利用の場合】 

支援区分 
利用料金 

（あこう第１・第２） 

利用料金 

（第２・第３ひかり荘） 
利用者負担額 

区分６ ６，８１０円 ７，１７０円 

左記金額の１割 

区分５ ５，４１０円 ５，６９０円 

区分４ ４，５７０円 ４，８１０円 

区分３ ３，９００円 ４，１００円 

区分２ ２，７６０円 ２，９００円 

区分１以下 ２，５９０円 ２，７３０円 

 

【 加算料金 】 

加 算 項 目 利 用 料 利用者負担額 内 容 

福祉専門職員 

配置等加算(Ⅲ) 
４０円 左記金額の 1 割 

世話人または生活支援員のうち、

常勤職員が７５％以上または勤続

３年以上の常勤職員が３０％以上

の場合、利用１日につき加算され

ます。 

医療連携体制 

加算（Ⅶ） 
３９０円 左記金額の 1 割 

日常的な健康管理、医療ニーズへ

の適切な対応がとれる等の体制を

整備している場合、利用１日につ

き加算されます。 

人員配置体制 

加算(Ⅰ) 

区分４以上 

８３０円 左記金額の 1 割 

厚生労働大臣が定める施設基準

（基準上の人員に加え、特定従業

者数換算方法で 12：1 以上の世話

人等を配置）に適合している事業

所において、日中を共同生活住居

で過ごす場合に障害支援区分に応

じ、１日につき加算されます。 

人員配置体制 

加算(Ⅰ) 

区分３ 

７７０円 左記金額の 1 割 

夜間支援等体制

加算（Ⅰ） 

区分４以上 

７５０円 左記金額の 1 割 

夜間支援対象者１８人 

夜勤を行う夜間支援従事者を配置

し、利用者に対して夜間及び深夜

の時間帯を通じて必要な介護等の

支援を提供できる体制を確保して

いる事業所において、夜間支援対

象利用者数の数の応じ、１日につ

き加算されます。 

夜間支援等体制

加算（Ⅰ） 

区分３ 

６３０円 左記金額の 1 割 

夜間支援等体制

加算（Ⅰ） 
５００円 左記金額の 1 割 
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区分２以下 

入院時支援 

特別加算 

５，６１０円 

(１１，２２０

円) 

左記金額の 1 割 

入院期間が３日以上７日未満の場

合に、病院又は診療所を概ね１回

以上訪問し、入院期間中の被服等

の準備や利用者の相談支援など、

日常生活上の支援を行うととも

に、退院後の円滑な生活移行が可

能となるよう、病院又は診療所と

の連絡調整を行った場合、１回に

つき加算されます（月１回を限

度）。※（ ）は入院期間が７日以

上の場合。 

長期入院時支援

特別加算 
１，２２０円 左記金額の 1 割 

入院期間が３日以上の場合に、病

院又は概ね週に１回以上訪問し、

入院期間中の日服等の準備や利用

者の相談支援など、日常生活上の

支援を行うとともに、退院後の円

滑な生活移行が可能となるよう、

病院又は診療所の連絡調整を行っ

た場合、１日につき加算されます

（入院の初月から３月に限る）。 

帰宅時支援加算 
１，８７０円 

(３，７４０円) 
左記金額の 1 割 

帰宅期間が３日以上７日未満の場

合に、利用者の帰省に伴う家族等

との連絡調整や交通手段の確保等

の支援を行った場合、１回につき

加算されます（月１回を限度）。※

（ ）は帰宅期間が７日以上の場

合。 

長期帰宅時 

支援加算 
４００円 左記金額の 1 割 

帰宅期間が３日以上の場合に、利

用者の帰省に伴う家族等との連絡

調整や交通手段の確保等の支援を

行った場合、１日につき加算され

ます（３月に限る）。 

福祉・介護職員

処遇改善加算

（Ⅳ） 

所 定 単 位 数

（※）に１０．５％

を乗じた料金 

－ 

厚生労働大臣が定める基準に適合

している職員の賃金の改善等を実

施している場合に加算されます。 
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※ 所定単位数：基本サービス料金に各種加算・減算を加えた総単位数になります。 

（２）訓練等給付対象外サービスに関する利用料金 

日中サービス支援型共同生活援助において、提供される便宜に供する費用のうち光熱 

水費、食材料費、日用品費その他の日常生活においても通常必要となるものに係る費用で 

あって、その利用者が負担することが適当と認められるものの支払いを利用者から受け 

ることができるものとします。この場合の料金については下記の通りです。 

 ① 家賃・光熱水費用  

共同生活住居の名称 項目 費用の額（月額） 
費用の額 

（日割り計算） 

あこう第１・第２ 
家賃 ３０，０００円 １，０００円 

光熱水費 ４，０００円 １３０円 

第２ひかり荘 
家賃 ３０，０００円 １，０００円 

光熱水費 実費 実費 

第３ひかり荘 
家賃 １８，０００円 ６００円 

光熱水費 ５，０００円 １６０円 

※ 利用開始時及び終了時は、日割り計算を行います。 

※ 入院、外泊時は、通常の費用（月額）をご負担いただきます。なお、月の全日数にお

いて入院等された場合、光熱水費の負担はありません。 

② 食材料費 

共同生活住居の名称 朝食 昼食 夕食 

あこう第１・第２ ３００円 ６００円 ４００円 

※ 第２・第３ひかり荘は、食事の提供はありません。 

※ 食材料費は、徴収した月の翌月又は利用契約を終了した日に精算し、事業所が負担す 

る食材料費の実費を上回り残額が発生した場合は、徴収した月の翌月の請求金額より 

相殺し、利用契約を終了した時は返還するものとします。 

③ 日用品費その他の日常生活においても通常、必要となるものに係る費用であって、そ 

の利用者が負担することが適当と認められるものは実費相当額を負担していただき 

ます。その場合、内容についてあらかじめ説明し、同意を得るものとします。 

 

７．利用者負担額及びその他の費用の支払い方法について 

  利用者負担額及びその他の費用について、サービスを利用した月の翌月１５日までに 

利用月分の請求書をお届けします。請求月の月末までに、下記のいずれかの方法によりお 

支払い下さい。 

（１）当事業所での現金支払い 

（２）利用者指定口座からの自動振替 
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（３）事業所指定の下記口座への振込 

  伊予銀行愛南支店 普通 １６１０８３５ 

  公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

正光会
しょうこうかい

 グループホームあこう 

 お支払いを確認しましたら、領収書をお渡ししますので、保管をお願いします。 

  また、訓練等給付費について市町村より給付を受けた場合は、受領通知をお渡しします 

ので、必ず保管をお願いします。 

 

８．サービスの提供にあたっての留意事項 

（１）事業所内の設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反したご利用に 

より破損が生じた場合、賠償していただくことがあります。 

（２）事業所内での飲酒は禁止です。 

（３）喫煙は所定の場所のみとし、火気の取扱いに十分注意してください。 

（４）事業所内の備品については持ち出し等の行為を禁止します。万一、紛失または破損し

た場合には、その際の状況により実費弁償していただく場合があります。 

（５）他利用者に迷惑をかけないよう万事配慮していただきます。 

（６）利用者の思想、信仰は自由ですが、他の利用者に対する宗教活動、政治活動及び営利

活動はご遠慮ください。 

（７）サービス利用中に知り得た他利用者の個人的な情報（氏名、住所、家族関係など）に

関しては、サービス利用契約中及び契約終了後も他に漏らさない事を守っていただき

ます。 

（８）サービスの利用に係る料金は、遅滞なく支払いを行ってください。 

（９）貴重品は、利用者の責任において管理していただきます。自己管理のできない利用者

につきましては、預かり金等管理サービスのご利用となります。 

（１０）上記事項の他、事業所または利用者に損害を与えたり、秩序を乱す行為がある場合

は契約解除を求められることがあります。 

（１１）サービスの提供に先立って、受給者証に記載された支給量・支給内容・利用者負担

上限月額を確認させていただきます。受給者証の住所、支給量などに変更があった場合

は速やかに事業所お知らせください。 

（１２）外出・外泊は自由にできますが、事前にご連絡ください。 

 

９．守秘義務 

（１）利用者及び家族の事業者が使用する個人情報については、「利用者及び家族の個人情 

報取り扱いについて」及び利用目的を交付・説明し、同意を頂いて使用します。使用す 

る個人情報は、別紙利用目的以外のものは使用しません。個人情報取扱についてと個人 

情報利用目的は掲示しています。また、個人情報保護法等関係法令を遵守し、個人情報 

の保護に努めます。 
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（２）事業者及び従業者は、サービス提供をする上で知り得た利用者およびその家族に関す 

る秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は、サービス提供契約が 

終了した後おいても継続します。 

（３）事業者は、従業者に業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従 

業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、 

従業者との雇用契約の内容とします。 

 

１０．緊急時の対応 

  サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに協

力医療機関または主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者

が予め指定する連絡先にも連絡します。 

協力医療機関 

医療機関名：公益財団法人正光会御荘診療所 

所 在 地：愛媛県南宇和郡愛南町御荘平山８４６番地 

連 絡 先：０８９５－７４－０１１１ 

協力歯科医療機関 

医療機関名：池田歯科医院 

所 在 地：愛媛県南宇和郡愛南町御荘平城１２８５番地１ 

連 絡 先：０８９５－７３－２２２３ 

利用者のかかりつけ 

医療機関 

医療機関名： 

主 治 医： 

所 在 地： 

電 話 番 号： 

緊 急 連 絡 先 

住  所：       

氏  名： 

続  柄：    電話番号： 

緊 急 連 絡 先 

住  所： 

氏  名： 

続  柄：    電話番号： 

 

１１．事故発生時の対応方法について 

  利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、都道府県、市町村、利用 

者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

  また、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠 

償を速やかに行います。 
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１２．非常災害時の対策 

災害が発生した場合、従業者は利用者の避難等適切な措置を講じます。また、日常的に 

具体的な対処方法、避難経路等の防災計画を定め、年２回以上の防災避難訓練を利用者と 

ともに実施致します。その際に地域住民にも参加が得られるよう努め、非常災害時に避難 

する際の対策を確認します。 

防災設備 

・自動火災報知機 ・誘導灯 ・ガス漏れ報知機 ・非常通報装置 

・非常用電源 ・スプリンクラー  

・カーテン等は防炎機能のある物を使用しています。 

・震災に備えての備蓄（食糧・飲料水３日分） 

 （その他、携帯ラジオ、ロープ、懐中電灯等） 

 

１３．苦情解決 

  利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受付けるための窓口を設 

置しています。また、苦情受付窓口と解決のための要綱を掲示しています。 

（１）苦情解決責任者  管理者 中尾 賢一 

（２）苦情等申立先 

 ① 事業所窓口 中川 裕介  受付時間 ８：３０～１７：００ 

 ② 第三者委員 岡 勲  連絡先 ０８９５－７２－６３００ 

 ③ 愛南町役場 愛南町城辺甲２４２０番地 連絡先：０８９５－７２－１２１２ 

 ④ 運営適正化委員会 愛媛県松山市持田３丁目８－１５  

愛媛県総合社会福祉会館内 

            連絡先：０８９－９９８－３４７７ 

            月～金曜日／９：００～１２：００ 

１３：００～１６：３０ 

 

１４．虐待の防止について 

 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のために「障害者虐待の防止、障害者の 

養護者に対する支援等に関する法律」（平成２３年法律第７９号）を遵守するとともに、 

下記の対策を講じます。 

（１）虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 中尾 賢一 

（２）苦情解決体制を整備しています。 

（３）従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

（４）虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置等を実施しています。 

（５）虐待の防止のための指針を整備しています。 
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（６）成年後見制度の利用を支援します。 

 

１５．身体拘束等の禁止について 

  事業所は、サービスの提供に当たっては、原則として身体的拘束その他利用者の行動を

制限する行為を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある場合など、利用者本人ま

たは他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者・家族に対し

て説明し同意を得たときのみ、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、

身体的拘束等を行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。また、下記の対

策を講じます。 

（１）身体拘束等の適正化対応策の担当者を選定しています。 

身体拘束等の 

適正化対応策の担当者 
中尾 賢一 

（２）身体拘束等の適正化を図るための委員会の設置等を実施しています。 

（３）従業者に対する身体拘束等の適正化ための研修を実施しています。 

（４）身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。 

 

１６．衛生管理 

 事業所は、利用者の使用する他設備及び飲用に供する水について衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、衛生管理等に必要となる機械器具等の管理を

適正に行います。 

 

１７．感染症・食中毒の防止等に関する取り組み 

 事業所は、感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、下記の対策を講じます。 

（１）感染対策担当者を選定しています。 

感染対策担当者 山内 美奈 

（２）感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止を検討する委員会の設置等を実施してい

ます。 

（３）従業者に対する感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を 

実施しています。 

（４）感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備しています。 

 

１８．ハラスメント対策について 

（１）ハラスメントは、セクシャルハラスメント、パワーハラスメント、マタニティハラス

メントをいいますが、個人の人格や尊厳を侵害する言動を繰り返し行い、精神的・身体

的苦痛を与える行為や労働条件に関して不利益を与える行為または職場環境を悪化さ

せたりするような行為すべてをハラスメントといいます。 
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（２）相談及び苦情窓口を設け、情報の取り扱いに十分注意します。 

（３）被害者に不利益にならない取り組みを行い、方針の明確化等の必要な措置を講じて再

発防止に努めます。 

（４）対象は職員、関係団体職員、利用者及び家族への行為も含まれます。 

 

１９．心身の状況の把握 

  指定共同生活援助の提供に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれている環境、 

他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。 

 

２０．連絡調整に対する協力 

  事業所は、指定共同生活援助の利用について市町村又は相談支援事業を行うものが行 

う連絡調整にできる限り協力します。 

 

２１．他の指定障害福祉サービス事業者等との連携 

  指定共同生活援助の提供に当たり、市町村、他の指定障害福祉サービス事業者及び保健 

医療サービス又は福祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。 

 

２２．サービス提供の記録・情報の開示について 

（１）指定共同生活援助の実施ごとに、そのサービスの提供日、内容及び利用者負担額等を、 

サービス提供の終了時に利用者の確認を受けることとします。 

（２）指定共同生活援助の実施ごとに、サービス提供実績記録票に記録を行い、利用者の確 

認を受けます。 

（３）これらの記録はサービスの完結の日から５年間保存し、利用者は、事業者に対して 

保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することができます。 

（複写等にかかる費用は実費を負担いただきます。） 

 

２３．第三者による評価の実施 

提供するサービスの第三者による評価は実施していません。 
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グループホームあこうの利用にあたり、利用者に対して本書面の写しを交付し、重要事項

を説明いたしました。 

 

説明年月日 令和   年   月   日 

 

 事業者 

  所在地 愛媛県宇和島市柿原１２８０番地 

  名 称 公益財団法人正光会 

  代表者 理事長 渡部 三郎    印 

 

事業所 

  所在地 愛媛県南宇和郡愛南町御荘平山８４６番地 

  名称  グループホームあこう 

  説明者 管理者 中尾 賢一     印 

 

 

私は、本書面の写しを交付され、事業者からグループホームあこうの利用について、重要

事項の説明を受け、内容に同意しました。 

 

 令和   年   月   日 

   

  利用者 

 

  住所 

 

  氏名                  印 

 

 

  代理人 

 

  住所 

 

  氏名                  印 

 

  続柄 


